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【手続補正書】
【提出日】平成21年6月10日(2009.6.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極集電体上に正極活物質と結着剤とを含む正極合剤層が設けられた正極と、負極と、
前記正極と前記負極との間に配置された多孔質絶縁層と、非水電解液とを備えた非水電解
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質二次電池であって、
　前記正極の引っ張り伸び率は、３．０％以上であることを特徴とする非水電解質二次電
池。
【請求項２】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記負極の引っ張り伸び率は、３．０％以上であり、
　前記多孔質絶縁層の引っ張り伸び率は、３．０％以上であることを特徴とする非水電解
質二次電池。
【請求項３】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極の引っ張り伸び率は、
　前記正極を用いて作製された幅１５ｍｍ，長さ２０ｍｍの測定用正極において、該測定
用正極の一端を固定する一方、その他端を長さ方向に沿って２０ｍｍ／ｍｉｎの速度で引
っ張り、破断される直前の測定用正極の長さと、引っ張る前の測定用正極の長さとから算
出されることを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極集電体のダイナミック硬度は７０以下であり、
　前記正極合剤層のダイナミック硬度は５以下であることを特徴とする非水電解質二次電
池。
【請求項５】
　請求項１又は２に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極を用いて作製され、真円状に一重に丸めた外周１００ｍｍの試験用正極におい
て、該試験用正極の外周面を所定の速度で押圧し、押圧中に該試験用正極に発生する応力
を測定すると、押圧されて潰された該試験用正極のギャップが３ｍｍ以下に到達するまで
、応力の変曲点を有さないことを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項６】
　請求項５に記載の非水電解質二次電池において、
　前記所定の速度は、１０ｍｍ／ｍｉｎであることを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項７】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極集電体は、鉄を含有するアルミニウムからなることを特徴とする非水電解質二
次電池。
【請求項８】
　請求項７に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極集電体中に含有される鉄量は、１．２０重量％以上１．７０重量％以下である
ことを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項９】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記結着剤は、ポリビニリデンフルオライド、又はポリビニリデンフルオライドの誘導
体であることを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項１０】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記結着剤は、ゴム系結着剤であることを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項１１】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
　前記正極合剤層中に含まれる前記結着剤量は、前記正極活物質１００．０vol％に対し
て３．０vol％以上６．０vol％以下であることを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項１２】
　請求項１に記載の非水電解質二次電池において、
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　前記正極活物質の平均粒子径は、５μｍ以上２０μｍ以下であることを特徴とする非水
電解質二次電池。
【請求項１３】
　正極集電体上に正極活物質と結着剤とを含む正極合剤層が設けられた正極と、負極と、
前記正極と前記負極との間に配置された多孔質絶縁層と、非水電解液とを備えた非水電解
質二次電池の製造方法であって、
　前記正極を準備する工程（ａ）と、
　前記負極を準備する工程（ｂ）と、
　前記工程（ａ）及び前記工程（ｂ）の後に、前記正極及び前記負極を、該正極と該負極
との間に前記多孔質絶縁層を介して捲回する、又は積層する工程（ｃ）とを備え、
　前記工程（ａ）は、
　　前記正極集電体上に、前記正極活物質と前記結着剤とを含む正極合剤スラリーを塗布
乾燥させる工程（ａ１）と、
　　前記正極合剤スラリーが塗布乾燥された前記正極集電体を圧延し、所定の厚さを有す
る前記正極を作製する工程（ａ２）と、
　　前記工程（ａ２）の後に、所定温度の下、前記正極に対し熱処理を施す工程（ａ３）
とを含み、
　前記所定温度は、前記正極集電体の軟化温度よりも高く、且つ、前記結着剤の分解温度
よりも低いことを特徴とする非水電解質二次電池の製造方法。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記正極集電体は、鉄を含有するアルミニウムからなることを特徴とする非水電解質二
次電池の製造方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記正極集電体中に含有される鉄量は、１．２０重量％以上１．７０重量％以下である
ことを特徴とする非水電解質二次電池の製造方法。
【請求項１６】
　請求項１３に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記正極合剤スラリーに含まれる前記結着剤量は、前記正極活物質１００．０vol％に
対して３．０vol％以上６．０vol％以下であることを特徴とする非水電解質二次電池の製
造方法。
【請求項１７】
　請求項１３に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記工程（ａ３）は、前記所定温度の下、低湿度処理を施した熱風により、前記正極に
対し熱処理を施す工程であることを特徴とする非水電解質二次電池の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１７に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記工程（ａ３）において、
　　前記所定温度は、２５０℃以上３５０℃以下であり、
　　前記熱処理が施される時間は、１０秒以上１２０秒以下であることを特徴とする非水
電解質二次電池の製造方法。
【請求項１９】
　請求項１７に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記工程（ａ３）において、
　　前記所定温度は、２２０℃以上２５０℃以下であり、
　　前記熱処理が施される時間は、２分以上６０分以下であることを特徴とする非水電解
質二次電池の製造方法。
【請求項２０】
　請求項１７に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
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　前記工程（ａ３）において、
　　前記所定温度は、１６０℃以上２２０℃以下であり、
　　前記熱処理が施される時間は、６０分以上６００分以下であることを特徴とする非水
電解質二次電池の製造方法。
【請求項２１】
　請求項１３に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記工程（ａ３）は、前記所定温度に熱した熱ロールを、前記正極に接触させることに
より、前記正極に対し熱処理を施す工程であることを特徴とする非水電解質二次電池の製
造方法。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の非水電解質二次電池の製造方法において、
　前記工程（ａ３）において、
　　前記所定温度は、２８０℃であり、
　　前記熱処理が施される時間は、１０秒以下であることを特徴とする非水電解質二次電
池の製造方法。


	header
	written-amendment

